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Ⅱ  住まいに関する支援

住宅修繕資金融資あっせん制度
問合せ 住宅課　☎ ０３－５２４６－１２１７

　区内にある自己用住宅またはマンション等共用部分の修繕・リフォームに必要な資金を取
扱金融機関にあっせんし、利子の一部を区が負担します。工事着手前の申請が必要です。

※区が直接融資するものではありません。融資の可否は、取扱金融機関が審査の上決定し
ますので、 融資を受けられないことがあります。

●対象者
　１　区内に１年以上住所を有している
　２　最終返済時の年齢が７５歳未満　など

  自己用住宅
●対象工事

耐震改修、外壁、屋根、バルコニー、屋上防水、内装、給配水管、設備修繕工事、アスベスト 
除去工事等

●融資あっせん金額
工事費の８０％以内で、１０万円以上５００万円以内

  マンション等共用部分　　※管理組合ではなく、個人に対するあっせんです。

●対象工事
マンションの外壁、廊下、階段の塗装、屋上防水、手すり等の鉄部塗装、給配水管の取替
え等

●融資あっせん金額
1戸あたりの工事負担額（管理組合等の修繕積立金を引いた額）の８０%以内で、１０万円
以上１００万円以内

不燃化特区における建替え等助成制度
問合せ 地域整備第三課　☎ ０３－５２４６－１３６５

　不燃化特区(谷中２・３・５丁目)内で、地震発生時における大規模な市街地火災や都市機能
の低下を防ぐとともに、住環境の整備及び機能の向上を図るため、建築物の除却工事費等の
一部を助成します。

【老朽建築物除却助成】
●助成対象費　除却工事及び除却後の敷地の整地工事に要する経費の一部
●助成金額　　助成対象費または除却単価(別に定める額)に延べ面積を乗じた額の
　　　　　　　いずれか低い額　上限１５０万円

【戸建建替え・共同建替え助成】　※老朽建築物除却助成と併用可能
●助成対象費　①建築設計費及び工事監理費の一部
　　　　　　　②建築工事費の一部
●助成金額　　①助成対象費または補助対象床面積に応じた別に定める額の
　　　　　　　　いずれか低い額　上限１５０万円
　　　　　　　②１階から３階までの床面積の合計に応じた別に定める額

整備地域不燃化加速助成制度

　整備地域内で、地震発生時における大規模な市街地火災や都市機能の低下を防ぐととも
に、住環境の整備及び機能の向上を図るため、建築物の除却工事費等の一部を助成します。

【老朽建築物除却助成】
●助成対象費　除却工事及び除却後の敷地の整地工事に要する経費の一部
●助成金額　　助成対象費または除却単価(別に定める額)に延べ面積を乗じた額の
　　　　　　　いずれか低い額　上限１２０万円

【戸建建替え・共同建替え助成】　※老朽建築物除却助成と併用可能
●助成対象費　建築設計費及び工事監理費の一部
●助成金額　　助成対象費または補助対象床面積に応じた別に定める額の
　　　　　　　いずれか低い額　上限８０万円

【共通事項】
●対象区域　　(浅草北部地域)
　　　　　　　千束4丁目、日本堤1・2丁目、橋場2丁目、東浅草1・2丁目、竜泉3丁目
　　　　　　　(谷中地域) 
　　　　　　　根岸2丁目の一部、上野桜木2丁目の一部、谷中1丁目の一部・谷中4丁目・
　　　　　　　6丁目の一部・7丁目　　　　

住まいの共同化と安心建替え支援制度
問合せ 共同化・三世代助成　 住宅課　　　　　 ☎ ０３－５２４６－９０２８

安心助成　　　　　　地域整備第三課　☎ ０３－５２４６－１３６５

　市街地における住環境の整備及び機能の向上並びに災害に強いまちづくりの促進を図る
ため、建築物の建替え工事費等の一部を助成します。

【共同化助成】
●助成対象費　権利の異なる複数の敷地で、複数の権利者が共同に建築する１棟の建設

工事費の一部
●助成金額　　建築延床面積×基準工事単価×基本設計料率×８０％、 

そのほか建築主の人数による加算及び仮住居費の加算

【三世代助成】
●助成対象費　高齢者に配慮した三世代住宅の建設工事費の一部
●助成金額　　１２０万円

【安心助成】
●助成対象費　準防火地域内（不燃化特区を除く）の耐火・準耐火建築物の建設工事費

の一部 
●助成金額　　１２０万円または２４０万円（耐火性能の仕様により異なる）

※一定の条件を満たす場合は、耐震化推進加算として５０万円

問合せ 【浅草北部地域】 地域整備第二課　☎ ０３－５２４６－１３６６
【谷中地域】　　 地域整備第三課　 ☎ ０３－５２４６－１３６５
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北部地区防災性向上の推進事業
問合せ 地域整備第二課　☎ ０３－５２４６－１３６６

　浅草北部地区で、地震発生時における大規模な市街地火災による被害を防ぐとともに、住
環境の整備及び機能の向上を図るため、建築物の建替え工事費の一部を助成し、地区のさら
なる防災性の向上を推進します。

【不燃化建替え助成】
●助成対象費　木造建築物を耐火建築物等または準耐火建築物等へ建替える際の工事費
●助成金額　　２４０万円
●対象区域　　東浅草２丁目、橋場２丁目、日本堤１・２丁目

安全で安心して住める建築物等への助成
問合せ 建築課　☎ ０３－５２４６－１３３５

1.耐震診断・補強設計・耐震改修工事助成
　昭和５６年５月３１日以前（旧耐震基準）に建てられた建築物及び昭和５６年６月１日から平
成１２年５月３１日まで（新耐震基準 ※１）に建てられた木造住宅に対する耐震診断等の費用
の一部を助成します。

【耐震診断助成】
　区内の建築物や煙突等の工作物について、所有者または使用者が地震・台風等の自然災
害に備えて自己の責任において安全を確認し、災害を未然に防止する目的で実施する耐震診
断に対し助成します。（要事前申請）
　●助成金額
　　①木造の住宅　　　　　　　　　　　　 診断費用の１０／１０、 上限２０万円 ※２
　　②木造以外の住宅　　　　　　　　　　 診断費用の１／２、　  上限５０万円
　　③住宅以外の建築物、煙突等の工作物　　診断費用の８／１０、　上限２０万円 ※２

【補強設計助成（木造住宅のみ）】
　区の助成を受けて耐震診断を実施した木造住宅（旧耐震基準・新耐震基準）について、改修
工事設計案と改修工事費の概算見積書の作成に対し助成します。（要事前申請）
　●助成金額
　　補強設計にかかった費用の１／２、上限１０万円 ※２

【耐震改修工事助成】
　区の助成を受けて補強設計を実施した住宅の耐震改修工事に対し助成します。（要事前申請)
　●助成金額
　　①旧耐震基準
　　　重点地域内の住宅　　　耐震改修工事費用の２／３、上限２００万円
　　　重点地域外の住宅　　　耐震改修工事費用の１／２、上限１５０万円
　　②新耐震基準
　　　区内の木造住宅　　　　耐震改修工事費用の１／２、上限１００万円
※１ 令和６年度からの助成対象　　
※２ 令和６年度からの助成金額

老朽建築物等の除却工事費用助成制度
問合せ 建築課　☎ ０３－５２４６－１３３５

　耐震診断の結果により倒壊の危険性が高いと判断された建築物等を除却する場合、除却
工事費用の一部を助成します。（要事前申請）

●対象建築物
昭和５６年５月３１日以前（旧耐震基準）に建てられた建築物（不動産販売または不動産
貸付、 貸駐車場を業とする者が当該業のため除却する工事は除く）で、耐震診断の結果、
木造の場合は 評点０．７未満、非木造の場合はls値０．３未満であること。

●助成金額
除却工事費の１／３、上限５０万円

緊急輸送道路沿道建築物等の耐震化助成制度
問合せ 建築課　☎ ０３－５２４６－１３３５

　災害直後の避難や救助活動、緊急物資の輸送等に重要な役割を担う緊急輸送道路沿道の
建築物や、多数の者が利用する建築物で一定の要件を満たす建築物について耐震診断、補強
設計及び耐震改修工事等の費用の一部を助成します。（要事前申請）

3.がけ・擁壁の改修工事助成
　安全で安心して住めるまちづくりのため、がけ・擁壁の改修工事費用の一部を助成します。
(要事前申請)

●対象工事
「がけ・擁壁個別実態調査」の対象となった、がけ・擁壁を撤去・改善する工事

●助成金額　工事費の３／10、上限１００万円

4.外壁等落下防止の改善工事助成
　台風や地震など災害時に、建物の落下物等から歩行者を守るため、防止対策に要した費用
の一部を助成します。（要事前申請）

●対象工事
区内にある建築物のうち、道路に面した３階以上の外壁等(外装材、窓ガラス、屋根ふき
材、広告塔、水槽、煙突等)の部分で、落下の恐れがあるものを撤去・改善する工事

●助成金額　工事費の５／１００、上限５０万円

2.ブロック塀等の改善工事助成
　ブロック塀等の撤去・改善のため、工事費用の一部を助成します。（要事前申請）

●対象工事
区内にある道路に面した高さ１．２ｍを超えるブロック塀等で、安全性に支障があるもの
を撤去・改善する工事

●助成金額　工事費の１／２、上限１５万円
※区から通学路沿道ブロック塀等適合性調査結果通知書を受けた塀等は助成内容が異
　なる可能性があるため、別途お問い合わせください。
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　区内の建築物や煙突等の工作物について、所有者または使用者が地震・台風等の自然災
害に備えて自己の責任において安全を確認し、災害を未然に防止する目的で実施する耐震診
断に対し助成します。（要事前申請）
　●助成金額
　　①木造の住宅　　　　　　　　　　　　 診断費用の１０／１０、 上限２０万円 ※２
　　②木造以外の住宅　　　　　　　　　　 診断費用の１／２、　  上限５０万円
　　③住宅以外の建築物、煙突等の工作物　　診断費用の８／１０、　上限２０万円 ※２

【補強設計助成（木造住宅のみ）】
　区の助成を受けて耐震診断を実施した木造住宅（旧耐震基準・新耐震基準）について、改修
工事設計案と改修工事費の概算見積書の作成に対し助成します。（要事前申請）
　●助成金額
　　補強設計にかかった費用の１／２、上限１０万円 ※２

【耐震改修工事助成】
　区の助成を受けて補強設計を実施した住宅の耐震改修工事に対し助成します。（要事前申請)
　●助成金額
　　①旧耐震基準
　　　重点地域内の住宅　　　耐震改修工事費用の２／３、上限２００万円
　　　重点地域外の住宅　　　耐震改修工事費用の１／２、上限１５０万円
　　②新耐震基準
　　　区内の木造住宅　　　　耐震改修工事費用の１／２、上限１００万円
※１ 令和６年度からの助成対象　　
※２ 令和６年度からの助成金額

老朽建築物等の除却工事費用助成制度
問合せ 建築課　☎ ０３－５２４６－１３３５

　耐震診断の結果により倒壊の危険性が高いと判断された建築物等を除却する場合、除却
工事費用の一部を助成します。（要事前申請）

●対象建築物
昭和５６年５月３１日以前（旧耐震基準）に建てられた建築物（不動産販売または不動産
貸付、 貸駐車場を業とする者が当該業のため除却する工事は除く）で、耐震診断の結果、
木造の場合は 評点０．７未満、非木造の場合はls値０．３未満であること。

●助成金額
除却工事費の１／３、上限５０万円

緊急輸送道路沿道建築物等の耐震化助成制度
問合せ 建築課　☎ ０３－５２４６－１３３５

　災害直後の避難や救助活動、緊急物資の輸送等に重要な役割を担う緊急輸送道路沿道の
建築物や、多数の者が利用する建築物で一定の要件を満たす建築物について耐震診断、補強
設計及び耐震改修工事等の費用の一部を助成します。（要事前申請）

3.がけ・擁壁の改修工事助成
　安全で安心して住めるまちづくりのため、がけ・擁壁の改修工事費用の一部を助成します。
(要事前申請)

●対象工事
「がけ・擁壁個別実態調査」の対象となった、がけ・擁壁を撤去・改善する工事

●助成金額　工事費の３／10、上限１００万円

4.外壁等落下防止の改善工事助成
　台風や地震など災害時に、建物の落下物等から歩行者を守るため、防止対策に要した費用
の一部を助成します。（要事前申請）

●対象工事
区内にある建築物のうち、道路に面した３階以上の外壁等(外装材、窓ガラス、屋根ふき
材、広告塔、水槽、煙突等)の部分で、落下の恐れがあるものを撤去・改善する工事

●助成金額　工事費の５／１００、上限５０万円

2.ブロック塀等の改善工事助成
　ブロック塀等の撤去・改善のため、工事費用の一部を助成します。（要事前申請）

●対象工事
区内にある道路に面した高さ１．２ｍを超えるブロック塀等で、安全性に支障があるもの
を撤去・改善する工事

●助成金額　工事費の１／２、上限１５万円
※区から通学路沿道ブロック塀等適合性調査結果通知書を受けた塀等は助成内容が異
　なる可能性があるため、別途お問い合わせください。
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狭あい道路拡幅整備事業
問合せ 建築課　☎ ０３－５２４６－１３３７

　敷地に接する道路の幅員が４m未満の場合、建築確認申請の３０日前までに狭あい道路の
事前協議が必要となります。区では、後退した用地の整備や助成制度を設け、狭あい道路の拡
幅整備に取り組んでいます。

アスベスト対策費助成制度
問合せ 建築課　☎ ０３－５２４６－１３４０

　吹付け石綿等が露出している戸建住宅・共同住宅で、アスベスト調査及びアスベスト対策
工事を行う場合に、その費用の一部を助成します。

●フラット35
　民間金融機関と住宅金融支援機構が提携し、申込者または親族が居住するための新築住
　宅の建設・購入資金または中古住宅の購入に対し、最長３５年の長期固定金利住宅ローン
　を提供します。 詳しくは、住宅金融支援機構のホームページをご覧ください。
　ホームページ https://www.flat35.com/
●リフォーム融資
　高齢者向け返済特例制度を利用する方
　　・部分的バリアフリー工事、ヒートショック対策工事、または耐震改修工事
　高齢者向け返済特例制度を利用しない方
　　・耐震改修工事
●マンション共用部分リフォーム融資
　マンション管理組合（法人格の有無は問いません）がマンション共用
　部分のリフォーム工事（大規模修繕等）を行う場合
　詳しくは右記二次元コードからホームページをご確認ください。

　※上記以外も、融資制度がありますので、詳しくは、ホームページ等を
　　ご覧ください。

住宅金融支援機構の融資
問合せ 独立行政法人  住宅金融支援機構

【フラット３５・リフォーム融資】　☎ ０１２０－０８６０－３５
【マンション共用部分リフォーム融資】　☎ ０３－５８００－９３６６
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子育て世帯住宅リフォーム支援制度
問合せ 住宅課　☎ ０３－５２４６－１４６８

　安全に安心して子育てができる居住環境の整備を目的としたリフォーム工事を行う方に対
し、リフォーム工事に要する費用の一部を助成します。工事着手前の申請が必要です。

●対象者
小学生以下の子供を扶養し同居していること、または出産前で母子健康手帳の交付を受
けた方がいることなど

●対象工事（※物品のみの購入は対象外です。）
手すりの取付、段差の解消、滑りの防止のための床材の変更等、進入防止フェンスの設
置、コンセント位置の移動、引き残しの確保のための扉の取替等、柱・壁・作り付け家具
等の面取り加工等、ドアストッパー等の設置、指はさみ防止のための折戸取替等、浴室扉
の鍵の設置等　

●助成金額
工事費（消費税を除く）の1／3、上限２０万円（千円未満切り捨て）

※所得制限（申込者及び申込者と同居する方全員の前年（１月から６月に申請する場合は
　前々年）の総所得金額の合計が８００万円以下）等の条件があります。

子育て世帯向け補助事業（「子供を守る」住宅確保促進事業）

　マンションにお住まいの方などが子供の安全確保のための工事等を行う際に東京都の補
助金が受けられるものです。申請にあたっては、東京都のホームページから条件等を確認のう
え、担当窓口にご相談ください。工事着手前の申請が必要です。

問合せ 東京都住宅政策本部民間住宅部  安心居住推進課  子育て支援住宅担当
☎ ０３－５３２０－５０１１・４９０７

Ⅲ  子育て世帯・高齢者等への居住支援


